
社団法人東京都トラック協会 

 

第１ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

    社団法人東京都トラック協会（以下「協会」という。）は、会員相互の連絡協調により貨物自

動車運送事業の適正な運営及び公正な競争を確保することによって事業の健全な発達を促進

し、もって公共の福祉に寄与するとともに事業の社会的地位の向上を図ることを目的として昭

和４１年１０月に設立された団体であり、主として次の事業を行っている。 

   ア 貨物自動車運送事業に関する指導、調査及び研究 

   イ 行政庁の行う貨物自動車運送事業法、その他法令の施行の措置に対する協力 

   ウ 貨物自動車運送事業法に基づく地方貨物自動車運送適正化事業 

   エ 貨物自動車運送事業に係る交通安全及び公害防止並びに労働災害に関する事項 

   オ 貨物自動車運送事業の近代化、合理化のための事業 

 （２）都 と の 関 係 

    都は、東京都運輸事業振興助成交付金交付要綱に基づき、昭和５２年度より、東京の交通問

題の解決に資し、都民の利便性及び安全性の向上を図るために、公共輸送機関としてのトラッ

ク事業の整備改善を実施する事業者である協会に対して交付金を交付している。 

その額は平成１４年度１３億３，８３０万余円、平成１５年度１３億１９４万余円である。 

この交付金は、昭和５１年に軽油引取税率が引き上げられた時に、営業車に係わる増収分の

一部をバス、トラック事業者により構成される公的団体に交付することとしたものである。 

    交付金額は、国の通知により、軽油引取税収入見込額と営業車数から算出されている。 

    交付金事業の内容については、学識経験者、業界代表及び都代表が参加した審議委員会によ

り審議し、この事業計画を都知事が承認することとしている。 

また、都は、大気汚染の改善を図るため、低公害車導入促進補助金交付要綱に基づき、平成

１０年度から平成１５年度まで、会員企業の使用する低公害車のリースに伴う経費の一部（リ

ース金額の１／４以内）を補助するため、平成１４年度５８０万余円、平成１５年度５４２万

余円の補助金を協会に交付している。 

 ２ 組   織 

協会は、事務所を新宿区四谷三丁目１番８号に置き、平成１６年３月３１日現在、役員１２０

名（会長１名、副会長１０名、専務理事１名、常務理事３名、理事１０１名、監事４名）、評議員

１０８名、及び職員５０名（うち都派遣職員２名）で、１室１０部をもって構成されている。 

また、協会の会員数は４，２２５社となっている。 
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第２ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成１４年度及び平成１５年度の交付金事業等について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）都市整備局及び環境局   平成１６年１２月１３日及び２１日 

（２）協会           平成１６年１２月１４日から同月２０日まで 

 

第３ 監査の結果 

１ 事業実績について 

協会の平成１４年度及び平成１５年度における交付金事業の配分実績は、表１のとおりであり、

事業は交付目的に沿って適正に執行されている。 
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 （表１）運輸事業振興助成交付金事業配分実績 

                                                                      （単位：千円） 

平成１４年度 平成１５年度 

事   業   名 （事業規模） 

交付金充当額 

（事業規模） 

交付金充当額 

ラジオ・テレビ・機関紙等を

利用した業界の広報活動等 

（機関誌 23 回/年） 

（99,929） 

90,278 

（機関紙 23 回/年）

（96,972）

87,910 

都民、利用者の引っ越し等に

関する相談事業（３０カ所）

（件数 3,427 件） 

（77,410） 

77,410 

（件数 4,349 件）

（76,069）

76,069 

トラック事業の近

代化及び利用者サ

ービスの推進 

近代化のための経営セミナ

ー等の開催 

（112 回開催） 

（39,000） 

39,000 

（105 回開催）

（33,642）

33,642 

福利厚生対策の推

進 

福利厚生施設の運営助成事

業等 

（78,835） 

78,834 

（68,032）

46,547 

交通安全のための運転者講

習会等の開催 

（7,877 名受講） 

（48,638） 

33,172 

（7,950 名受講）

（47,098）

32,103 

交通安全対策の推

進 

交通安全各種運動の展開 （10,792） 

10,474 

（14,119）

12,029 

環境対策の推進 低公害車のリース等に補助、

粒子状物質減少装置補助 

（低公害車1,553 台） 

（DPF2,152 台） 

（433,008） 

334,455 

［232,193］ 

（低公害車1,533 台）

（DPF16,754 台）

（1,613,107）

329,932 

適正化事業確立対

策 

事業適正化のための指導等 （巡回指導 778 件） 

（103,522） 

68,071 

（巡回指導 772 件）

（103,763）

78,247 

交付金事業の管理 管理運営費 （116,870） 

103,123 

（126,261）

126,260 

社団法人全日本トラック協会への出えん （401,494） 

401,494 

（390,584）

390,584 

利子補給金事業会計への繰り出し （48,954） 

48,934 

（67,137）

67,133 

環境対策基金の造成 （209,932） 

155,318 

（229,899）

－ 

合     計 
1,440,566 

［1,338,305］ 

1,301,948 

（注）１ 平成１４年度の合計には前年度からの繰越額を含む。 

    ２ （ ）内は総事業金額、［ ］内は正味額をそれぞれ示す。 

また、協会の低公害車導入促進補助事業の実績は表２のとおりであり、事業は補助目的に沿っ
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て適正に執行されている。 

 

（表２）低公害車導入促進補助金事業実績 

平成１４年度 平成１５年度 
区   分 

台数（台） 補助金額（千円） 台数（台） 補助金額（千円） 
補 助 率 

メ タ ノ ー ル 車 ０ ０ ０ ０ 

ハイブリット車 １１ ５，３３２ １１ ４，９６６ 

天 然 ガ ス 車 １ ４７１ １ ４６３ 

合  計 １２ ５，８０４ １２ ５，４２９ 

リース料の

１／４以内 
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